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2) 下谷政区『目本化華工業史論J(御茶の水害房， 1981年) 138ページ。












































































































9) 積水化学の日本窒素 (50年以降は新日本窒素)からの人材受入は 47-49年の問に39(事務系
20，技術系19)名， 51-56年の聞に4006， 24)名.59年以降2702， 15)名と，特に創業開始
かb事業拡大の時期を中心に，合計106(48， 58)名の多きに上った。仲森清「水俣と積水」鎌
田正二編『日本窒素史への証言I巻第15集 0982年)33-5ペー ジ。また，当時の積水化学の役
員構成をみると， 1953年3月末時古で，取締役1O(内日本窒素出身者8)名，監査役 2 (同 2)
名， 56年3月末，取締役14(同11)名，監査役2 (同 2)名， 59年3月末，取締役17(同14)名l
監査役2 (同 2)名.62年3月末.取締役19(同16)名，監査役2 (同 2)名， と経営陣の大部
分は日本窒素出身者で占められていた。積水化学『有価証券報告書総覧j。











総完上高 無機部門 有 機 部 門 その他
「合合計 合 計 計 内酢酸繊維 内塩化ピニール 内可塑部l ノ円、 計
年度
金額 金額 比率 金額 比率 金額 比率 数量 金額 比率 数量 金額 比率:金額 比率
1950 2，945 1，642 55.7 865 29.4 134 63 2.1 438 14.8 
55 6，264 2，405 38.4 3.859 6l.6 859 10.6 6，558 4，811 1l.9 4，017 1，093 17.4 






総売上高 油脂製品 化・合成品 塩化ビニール 塩ピ電線 醸酵・食品 その他
金額 金額 比率 金額 比率 数量 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率
1950 2，099 624 30.0 354 16.9 388 172 8.2 22 l.0 228 10.9 700 33.3 
55 5，084 1，741 34.2 647 12.3 5，355 825 16.2 332 6.5 635 12.5 924 18.2 
60 11，491 3，174 27.6 1，492 13.0 34，811 3，653 3l.8 896 7.8 1，159 10.1 1，116 9.7 
L 
トン，百万円，(単位鐘淵化学の売上高構成の推移第2表
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工場の増設を進め， 50年の電解工場新設から57年までの 7年間に，約 7倍規模
に拡大しているo この間，カーバイドは，全量外部からの購入に頼っており，























































































































20) グァドリアチ 令ミカル干土は. 7"/ドリッテ祉の B事業部のひとつとして，各種プラスチック
や特殊合成ゴムを製造し， と〈に塩ピ樹脂については，量と質の両面で世界最高の座を占めてし、
た。前掲「日本ゼオン二十年史J77ベージ。

























22) 横浜謹諜製造は. 1917年，横浜電線(古河鉱業が経営参加)とアメリカのピーーエフ グッド
リッチ社との共同出資により設立された。横浜護摸製造株式会社『横浜護課四十年史J(J 959年)
6-14ページ。




























































28) 目本化成は， 1941年.大阪工業試験所内に臨時ゴム研究所を設置して，塩ピモノマー の研究に
着手した。 42年，同研究所は黒崎工場に移転し，以降塩ピの研究開発は黒崎工場が中心となった。
三菱化成工業株式会社『三菱化成社史J(1981年)付属年表。
116 (416) 第 152巻第4，5号
第 4図 三菱化成の企業関連(主として塩ピ関係)
三芸 2 
鉱業 一ー 一一一一一 拡業セメ Lト一一一一--"1 IQQ(¥ 
I I 1942 1973 卜一一一云喜一一一一一一一一-
i ~一三華一一←一一一一一一一二聾金属一一ー一一) 千テリアル
| 金属拡業 19日 1952 
I 1934 1936 1944 I時二て三手二τ 一一一一一
「日本タール一日本化成 三菱化成イ'^ 二， ~ ， i 工業 工業 |工華↓晶子








1940 I 1948 (資本書加 19臥{唖収合骨 1967
日本肥料一(四日市工場)ー 一ー一-+東海龍三正一一一手一一東海 一一一一一三菱油化一一
lL用帥 (出青針Ii?ョン } 
埴晴子 | 
大塚商百一一-ZL(概工場寸 」つ [ 234f l 
一一 ンェル・円トプ/


















































たのが日本肥料株式会朴で島品。森七郎『イt坐肥料の涜遇機構J(御茶白水害房 1964隼) 5-6 
ベー ジ。
33) 連合国D占領政策が変化L 1949年のアメリカによる対日賠償の取り立て申止，太平洋岸製ノ






















































































た。事業内容は 合成ゴム タール製品，合成樹脂化学肥料などと幅広<.総合化学企業と L
て， 49年時点で，アメリカの化学企業中，総資産で第 61st.純利益で第 5f立を占めた。塩ピ樹脂
に関しては， 38年に研究開始， 44年パイロット・プラント稼働， 47年には本格的に士業化してし、
る。 51年には塩ピモノマ一年産約 5万屯で，全米の塩ぜそノマ一生産量の約30%を占めるよう
になった。前掲 I三菱モンサ J ト化成30年史J47-8ベー ジ。
41) 出資比率はその後両者均等の50%: 50%となるが この間の経緯については前掲 f三菱そンサ
ント化成30年史J50-55ベージに詳しい。なお これを含めてぞンサント社との提携交渉の全般
的経過については，前掲『三菱モンサント化成30年史J48-59ベ ジ，および前掲『三費化成社
史J171べ - :J， 参照。
42) 糟谷定彦「我国塩化ぜニ ル工業の基盤と性格J(四)r産業金融時報j第52号(目本興業銀行
調査部， 1952年6月) 24-5ベー ジ。




























































日本における塩化ビニール産撲の基盤形成とその諸要因 (423) 123 
第3襲 太平洋戦争によるわが国の被害(工業的生産設備能力の被害)
業 種 単位/年 1944年末 被 害 被害率 45年B月
火力電気 1，000 KW 2，450 741 30.2% 1.680 
水力電気 1守口00KW 6，074 。 。 6司233
石油精製 1，000 K J 3‘739 2、169 58.0 1，443 
硫 安 トン 1，659，000 897，000 54.1 762司000
石灰窒素 トン 356，00口 8.000 2.2 344，000 
過りん酸石灰 トン l、861，000 303，780 16.3 1，557，220 
ガーパイド トン 379，200 6，000 1.6 373、200
苛性ソーダ トン 722，550 257，860 35.7 464句690















































われた。参加者は，昭和電工，呉羽化学各 6.電気化学4. 日産化学l 北越電イヒ各 3. 中越電工






















































あった。 49年，商工省は. (第4表]に見るような「合成樹脂 5ヶ年計画」を
発表した。これを皮切りに，塩ピの急成長に伴って，再三にわたり計画修正を
くり返した。 54年以降は. (第 5表]の通り，石油化学系樹脂の生産開始を折
第4表商工省策定の第 l次合成樹脂五ヶ年計画(1944年) (単位;トン)
1948 (実績) 49 50 51 52 53 
塩化ピニ ル 日 200 1.000 1. 500 1.800 2守口:10
酢酸ビニール 360 900 2日目。 3，700 5，500 10.000 
酢酸繊維素 156 350 600 1.100 1.600 2.000 
石炭酸樹脂 2.100 3.310 4.720 6.300 8.010 10.000 
尿素樹脂 1.600 1.830 2.040 2.280 2.520 2.7日O
(出所〉 塩化ビニー ル協会『塩化ビニー ル工業の歩みJ(J 964年)38ページ。
54) その後の，とくに加工・流通段階での業界同体の設立の経過については 前掲『円本町塩化ド
ニー ル産業j付属年表に詳しし、。
円本における塩化ピニー ル産業の基盤形成とその諸要因 (427) 127 
第5表塩ピ五ヶ年計画の変遷 (単位千 1ン)
年・月 計画内容 1953 54 55 56 57 58 59 60 61 
1954年3月 塩化ビニール工業育成要望書 28 40 45 50 60 
1954年4月 通産省合成樹脂増産育成対策 26 40 45 50 55 
1955年5月 通産省合成樹脂5ヶ年計画と
その経済効果 30 40 45 50 60 
1955年6月 通産省合成樹脂工業の育成 30 40 45 50 55 
1956年3月 通産省カーパイド工業及び
タール工業育成対策 23 25 55 60 65 70 2
1956年5月 通産省合成樹脂
種類別生産項目の修正 23 37 55 60 65 70 72 
1956年 通産省有機第一課課内推定 67 105 130 150 170 180 
生産実績 14 22 32 56 109 92 180 258 309 
生産能力 133 171 206 269 348 
(注) 単位は千トン以下四捨五入。















第6表塩ピの第 3次増設計画 (1962年 9月実施) (単位 トン/月)
既設能力 第3次増設枠 増設後能力
EDC法
日本ゼオン 3，900 1，400 5，300 
鐘淵化学 3，500 1，400 4，900 
日本カーパイド 2，300 1，100 3，400 
三菱モ〆サント化成 2，100 1.000 3，100 
呉羽化学 1，960 1，6口3 3，560 
一井化学 1，800 1，100 2，900 
f主 興 社 1，415 1，100 2，515 
ノj、 計 16，975 8，700 25，675 
カーバイド1去
信越化学 2，700 1.000 3，7口D
新日本窒素肥料 2，500 1，000 3，500 
住友化学 2，000 900 2，900 
日 信化学 1，900 600 2，500 
郡馬化学 1，200 600 1.800 
電気化学 1.000 600 1.600 
東亜化学 500 500 1，000 
計 11，800 5，200 17，000 
合 言十 28，775 13.900 42，675 










日本における塩化ビニール産業の基盤形成とその諸要因 (429) 129 
の塩ピ産業の急成長と産業基盤の確立をもたらしさらには，その後の石油化
学工業時代の幕開けを準備することにつながっていったのである。
